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１ 制度の目的  

本事業は、海外展開（海外への輸出）に初めて取り組む企業や経験が少ない企業を対象

に、海外での市場調査や見本市・展示会出展などのトライアルを支援することにより、海

外展開（海外への輸出）に取り組む県内企業の裾野を広げることを目的としています。 

※ 海外の生産拠点の新設を前提とした事業計画は、支援の対象外となります。 

※ 申請企業は、国内の商社経由で商品が輸出されている場合であっても自主的に海外

調査を行い、又は自力で海外バイヤーを獲得するなど独自の海外展開に努めること

を目標としてください。 

２ 助成金を申請できる企業 

  新潟県内に事業所を有する中小企業者（※）で、下記のいずれかに該当する企業 

※ 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条に規定する中小企業者 

   ① これまで、自社で主体的に海外展開（海外市場調査、見本市・展示会出展等を含

む）に取り組んだ経験が全く無い企業 

   ② 過去３年間（2018年４月～2021年３月）、自社で主体的に海外市場調査、見本

市・展示会出展等に取り組んだものの、輸出額がゼロの企業 

【助成対象となる企業の例】 

・これまで、自社で輸出に取り組んだ経験が全くない（海外市場調査や海外展示会出展

も行ったことがない）企業 

・過去３年間でサンプル輸出のみ行ったことはあるが、その後の進展がない企業 

 

３ 助成対象期間 

  交付決定から令和４年２月18日迄 

 

４ 助成対象事業 

  助成対象事業は、下記（１）または（２）のいずれかとなります（重複して助成対象と

することはできません）。 

対象事業 内容 

（１）海外市場調査 

○ 海外での提携先の獲得や海外営業拠点の設立を視野に、助成対象

事業者が現地に渡航し実施する海外市場の調査に要する経費の一

部を助成します。 

 ※ 助成対象事業者が日本国内で行う海外市場調査は対象外です。 

○ 対象国は１か国とします。 

（２）海外見本市出展 

○ 海外の見本市・展示会等への出展に要する経費の一部を助成しま

す。 

  ※ 助成対象事業者が現地に赴かず、商品のみを出展する場合は

対象外です。 

○ 同一年度に１回までとします。 

○ 販売を主体とするもの（卸売会、物産展）や、不特定多数のバイ

ヤーとの商談が見込めない事業は対象外です。 
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５ 助成対象経費、助成率、助成限度額及び利用回数 

（１）海外市場調査 

助成対象 

経費 
内容 

旅費 

・社員旅費（２名を上限とする） 

【対象経費例】海外渡航時のエコノミークラス航空券代、空港までの乗車券、 

宿泊代（１泊あたりの上限額は別紙のとおり）等 

【対象外経費例】指定席券（空港連絡鉄道の場合は助成対象）、グリーン券、 

プレミアムエコノミークラス航空券、ビジネスクラス航空券、 

日当、出張期間中の食費、土産代、海外旅行保険代、対象国以外

の出張経費 

謝金 

・外部専門家（コーディネーター、委員、講師等）に対する謝金 

【対象経費例】専門家に対する謝金 

【対象外経費例】外部専門家に対する年額・月額謝金、外部専門家への委託費 

通訳・翻訳費 

・助成事業で使用する資料等の翻訳、通訳に要する経費（原則１名まで） 

【対象経費例】現地調査時の通訳費、 

多言語版会社案内・パンフレット作成時の翻訳費 

【対象外経費例】自社の日常業務の通訳・翻訳費 

通信運搬費 

・書類等の郵送費 

【対象経費例】パンフレット等 

【対象外経費例】サンプル輸送費（輸出品扱い）、自宅発または自宅着の宅配代 

委託費 

・助成事業者が直接実施することができないもの又は適当でないものについて、他

の事業者に行わせるために必要な経費 

【対象経費例】現地調査（テスト販売等）実施時の運営サポート委託費 

       対象国向けラベルシールの新規作成・変更にかかるデザイン費 

【対象外経費例】コンサルタント業者等に支払われる月額や年間の契約費用 

なお、テストマーケティング（※）については、以下の要件を全て満たす場合に助成対象とします。 

○ 販売期間が概ね１ヶ月以内となるものであること 

  ○ 同一の場所及び同一の趣旨で複数回行わないこと 

  ○ テスト販売品には、通常の販売商品とテスト販売品とが区別できるよう、「テスト販売価格」

などと、テスト販売品である旨を明記することが可能なもの 

  ○ 消費者等に対してアンケート等を行い、テスト販売の効果を検証することができるもの 

      なお、テスト販売の実施に伴い収入が発生した場合には、当該収入を助成対象経費から差し引

いて算出します。 

※「テストマーケティング」とは 

助成事業者が自社製品を「①助成事業者が所有若しくは自ら借り上げた販売スペース」又

は「②第三者への委託」等を通じて、限定された期間等に不特定多数の人に対して試験的に

販売し、商品使用、顧客の反応等を測定・分析し、試作品に改良・修正を加えて本格的な生

産・販売活動につなげるための事業のこと。 
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（２）海外見本市出展 

助成対象 

経費 
内容 

旅費 

・社員旅費（２名を上限とする） 

【対象経費例】海外渡航時のエコノミークラス航空券代、空港までの乗車券、 

宿泊代（１泊あたりの上限額は別紙のとおり）等 

【対象外経費例】指定席券（空港連絡鉄道の場合は助成対象）、グリーン券、 

プレミアムエコノミークラス航空券、ビジネスクラス航空券、 

日当、出張期間中の食費、土産代、海外旅行保険代、対象国以外

の出張経費 

会場借上費 
・会場賃借料、ブース賃借料、見本市等参加負担金等 

【対象経費例】見本市出展料（オンライン開催のものを含む）、ブース賃借料 

展示装飾・ 

設営費 

・展示装飾、ブース設営等に要する経費 

【対象経費例】展示ブースの装飾費、レンタル備品等 

【対象外経費例】イベント用什器等の購入費、消耗品費 

広告宣伝費 

・商品パンフレット、ポスター等印刷製本費等 

【対象経費例】見本市で配布するパンフレット印刷費、 

見本市で掲示するポスター等印刷費、 

見本市で使用するラベルシールのデザイン費（ターゲット国向け

言語や仕様の変更を要する場合に適用） 

【対象外経費例】該当見本市以外で使う目的で作成されたパンフレット印刷費、 

見本市で使用するラベルシールの印刷費 

通信運搬費 

・顧客DM送料、見本市等会場と自社間の展示品、イベント用什器輸送費等 

【対象経費例】招待券発送のための郵送費、見本市会場と自社間の展示品、 

展示用什器等の輸送費 

【対象外経費例】サンプル輸送費（輸出品扱い）、自宅発または自宅着の宅配代 

通訳・翻訳費 

・助成事業で使用する自社の資料・広告物の翻訳、通訳に要する経費（原則１名ま

で） 

【対象経費例】見本市での通訳費、見本市で配布するパンフレット等の翻訳費、 

会期後１か月以内のフォローアップ等に係る通訳・翻訳費、 

見本市出展に関連したホームページ翻訳費 

【対象外経費例】見本市準備のため他社資料の翻訳費等 

委託費 

 

 

 

・助成事業者が直接実施することができないもの又は適当でないものについて、他

の事業者に行わせるために必要な経費 

【対象経費例】商談会を主催する場合の開催業者へ支払う委託費、 

現地規制を満たすラベル作成にかかるコンサルタント費、 

申請代行費 

【対象外経費例】コンサルタント業者等に支払われる月額・年間契約費用 

※海外見本市出展事業（オンライン含む）の助成対象経費の留意点 

オンライン見本市とは BtoBの見本市です。BtoCの ECモール出店費用は含まれません。（BtoC

については、当機構の実施する「令和３年度オンラインによる非接触型海外展開支援事業

費助成金」を利用ください。） 
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（３）助成率 

   助成対象経費の１／２以内 

 

（４）助成限度額 

   ５０万円以内 

 

（５）利用回数 

   この助成金の利用は通算３回までとします。 

（以降は「海外展開加速化支援事業」への申請をご検討ください。） 

 

６ 申請方法 

（１）提出書類  

○ 助成金交付申請書（第１号様式） 

○ 事業計画書（第１号様式別紙１－１【海外市場調査】または１－２【海外見本市出

展】）  

○ 暴力団の排除に関する誓約書（第１号様式別紙２）  

○ 添付書類 

・ 会社概要が分かる資料（会社案内等） 

・ 商品・製品・サービスの概要が分かる資料（パンフレット等） 

・ 直近２期分の財務諸表の写し  

（２）提出部数  正本１部 副本６部 

（３）助成事業の決定方法について 

① 採否の決定 

   提出書類に基づき審査を行い、採否を決定します。結果は文書で申請者に通知しま

す。 

② 注意事項 

  ア 審査の結果、交付決定額は助成金申請額より減額する場合があります 

  イ 応募多数の場合は、新規申請者を優先し予算の範囲内で助成するため、交付決定

額は助成金申請額より減額する場合があります。 

  ウ 審査に関するお問い合わせには一切応じられませんので、予めご了承ください。 

 

７ 申請書提出期限 

令和３年５月２１日（金） （締切日当日必着） 

 

※翌日より審査を開始しますので、提出期限以降の申請は受付できません。 

※令和２年度に「海外展開加速化支援事業」の交付決定を受け、助成事業を継続してい

る事業者は申請できません。 

 

【他助成金との併用について】 

・「令和３年度オンラインによる非接触型海外展開支援事業費助成金」 

⇒併用申請可能です。 
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  ・「令和３年度海外展開加速化支援事業費助成金」 

⇒併用申請することは出来ません。 

８ 審査項目・内容 

以下の項目・内容について、申請内容を審査します。 

【海外市場調査】 

審査項目 審査内容 

① 市場調査内容の 

妥当性 

・海外市場調査に至る経緯は妥当か 

・海外市場調査の内容は妥当か 

・調査内容は申請企業に適しているか 

② 課題設定の妥当性 

・海外市場獲得に向けた取組をおこなっているか 

・適切な現状分析がなされているか 

・課題設定は妥当か 

③ 期待される効果 

・調査により期待される事業効果はあるか 

・販路開拓等の可能性はあるか 

・企業の成長・発展につながる計画となっているか 

 

【海外見本市出展】 

審査項目 審査内容 

① 見本市選定理由の

妥当性 

・出展に至る経緯は妥当か 

・見本市選定理由は妥当か 

・選定した見本市は申請企業に適しているか 

② 課題設定の妥当性 

・海外市場獲得に向けた取組をおこなっているか 

・適切な現状分析がなされているか 

・課題設定は妥当か 

③ 期待される効果 

・出展により期待される事業効果はあるか 

・販路開拓等の可能性はあるか 

・企業の成長・発展につながる計画となっているか 

 

９ 注意事項 

（１）申請時の注意事項 

① 「交付決定通知書」の受領後でないと、助成対象となる経費支出等はできません。 

※ 審査の結果、採択が決定されると、採択者に対し、「交付決定通知書」が通知さ

れます。対象となる経費の発注・契約・支出行為は、当該通知書日以降から可能と

なります。 

② 交付決定後の金額は、実施事業の内容により減額される場合があります。 

※ 交付決定額は実際に使用した対象経費が少ない場合は減額されます。 

③ 交付決定後の事業区分の変更（例えば、海外市場調査を海外見本市出展に変更する等）

はできませんので、申請時にしっかりと計画を作成したうえで申請ください。 
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④ 同一の内容について、国・県・市町村、又はそれらが設立主体の公益法人等が補助

するもの、及び機構が出展等のとりまとめを行うものは、この助成金の対象となりま

せん。 

（２）助成対象経費に係る注意事項 

① 助成対象経費について（共通事項） 

  以下の条件に適合していることが必要です。 

ア 助成対象事業として決定を受けた事業実施のために必要な最小限の経費 

イ 助成対象期間内（令和４年２月18日まで）に契約、支払が完了した経費 

ウ 証拠書類（請求書、領収書等）によって助成対象（使途、単価、規模等）の確認

が可能であり、かつ、本事業に係るものとして明確に区分できるもの 

② 助成対象外となる経費（共通事項） 

ア 助成対象外となる経費の例(1)（ＷＴＯ協定関係） 

本助成金が、ＷＴＯ（世界貿易機関）上の協定である「補助金及び相殺措置に関す

る協定」に抵触しないよう、次のような経費は助成対象外とします。 

（ア）県内の商品・製品を営利目的に、海外で継続して販売・営業するための経費

（上記４（１）のテストマーケティング費用は除く） 

・県内の商品・製品を販売・営業するため、商社、代理店等に支払われる経費 

・「海外販売・営業拠点」を設立するための経費 

（イ）県産品の海外における売上拡大に伴う原材料費、営業費用等に係る経費 

（ウ）海外展開における販売・営業上の損失を補てんする経費 

イ 助成対象外となる経費の例(2)（その他） 

（ア）助成対象期間内に契約から支払までの一連の手続が行われていない経費 

（イ）助成事業とは関係のない経費 

（ウ）領収書等の支払証拠書類が不備の経費 

（エ）他の取引と相殺して支払が行われている経費 

（オ）公租公課（消費税）、各種手数料（振込手数料、海外送金手数料、収入印紙代

等） 

（カ）食事代、土産代、人件費（給与、残業手当等の諸手当）、日当、海外旅行保険

代、電話代、インターネット利用などの通信経費、認証取得に関する経費 

  ※ 上記以外にも対象外となる経費がありますので、対象となるか不明の経費は

支払う前にＮＩＣＯへご確認ください。 

 

（３）交付決定後の注意事項 

助成金の交付決定を受けた場合は、以下の事項を守らなければなりません。 

  ① 助成事業の内容を変更しようとする場合は、事前に承認を得ること 

    ※ 助成事業は原則、採択・交付決定を受けた内容で実施するものですので、交付決

定後のターゲット市場や出展見本市等の変更は原則認められません。 

    ※ 事業実施の過程で、支出額が申請時予定から大幅に増減する場合は変更申請の提

出が必要となります。 

   ② 事業を中止又は廃止する場合は、速やかに承認を受けること 

  ③ 事業報告書等の提出書類を遅滞なく提出すること 

    ※ 期日までに提出できない場合は助成金を受け取れなくなりますのでご注意くだ
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さい。 

  ④ 事業に係る経理は、他の経理と明確に区分して行うこと 

    ※ 支払などの際に、他の経費と合算して支払などが行われた場合、その経費が対象

外になる場合がありますのでご注意ください。 

 

⑤ 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を事業が完了した日の属

する年度の終了後５年間保存すること 

⑥ 事業実績（商談状況を除く）及び助成金交付額等について、ＮＩＣＯのホームページ

上で公表することに同意すること 

  ⑦ 事業終了後３年間、助成事業成果の報告及び助成事業に関する調査に協力すること 

 

※ 新型コロナウィルス感染症の影響による、中止または取り止めについては別途ご相談くだ

さい。 



 

 

 


